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３．延べ面積 3000以上（申請する施
設が複数棟の場合はそのうち１棟の延べ
面積とする。また、増築にあっては増築
部分の延べ面積とする。）
ただし、申請できる同種工事の施工実績は
１件のみとし、これを超える件数の工事実績
を申請した場合は、申請されたすべての工事
を実績として認めない。
なお、当該実績が大臣官房官庁営繕部所掌
の工事、地方整備局所掌の工事（地方整備局、
北海道開発局または沖縄総合事務局の発注し
た工事を含み、港湾空港関係を除く。）又は工
事成績相互利用対象工事のうち入札説明書に
示すものに係る実績である場合にあっては、
評定点合計が入札説明書に示す点数未満であ
るものを除く。ただし、請負代金額が500万
円未満の工事は除く。
経常建設共同企業体にあっては、構成員の
うち１社が上記の施工実績を有し、他の構
成員は、下記の要件を満たす建築一式の新
築又は増築（増築にあっては増築部分とす
る。）工事の施工実績を有すること。

１．構造 鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄
筋コンクリート造（コンクリート充填鋼
管構造は含まない）
２．延べ面積 1000㎡以上（申請する施
設が複数棟の場合はそのうち１棟の延べ
面積とする。また、増築にあっては増築
部分の延べ面積とする。）
また、異業種建設工事共同企業体としての
実績は、協定書による分担工事の実績のみ同
種工事の実績として認める。
 工事全般の施工計画が適正であること。
 次に掲げる基準を満たす主任（監理）技術
者を当該工事に専任で配置できること。なお、
専任を要しない期間は契約締結の翌日から令
和２年12月17日までを予定する。複数の技術
者を申請する場合は、申請する全ての者につ
いて次に掲げる基準を満たしていること。
 主任技術者にあっては、１級建築施工管
理技士、２級建築施工管理技士又はこれと
同等以上の資格を有する者であること。あ
るいは、本発注工事の工事種別に対応した
登録基幹技能者講習修了証を有する者であ
ること。

監理技術者にあっては、１級建築施工管
理技士又はこれと同等以上の資格を有する
者であること。
詳細は入札説明書による。

 １人の者が、平成17年４月１日以降に元
請けとして完成・引渡しが完了した上記
１２．及び２．の要件を満たす建築
一式の新築又は増築（増築にあっては増築
部分とする。）工事の経験を有する者である
こと。ただし、上記期間に育児休業等を取
得していた場合及び事業促進ＰＰＰに従事
していた場合は、その期間と同等の期間を
評価期間に加えることができる。詳細は入
札説明書による。（共同企業体の構成員とし
ての経験は、出資比率が20％以上の場合の
ものに限る。（ただし、異工種建設工事共同
企業体については適用しない。））
ただし、申請できる同種工事の工事経験は
１件のみとし、これを超える件数の工事経験
を申請した場合は、申請されたすべての工事
を経験として認めない。
なお、当該実績が大臣官房官庁営繕部所掌
の工事、地方整備局所掌の工事（地方整備局、
北海道開発局又は沖縄総合事務局の発注した
工事を含み、港湾空港関係を除く。）又は工事
成績相互利用対象工事のうち入札説明書に示
すものに係る実績である場合にあっては、評
定点合計が入札説明書に示す点数未満である
ものを除く。ただし、請負代金額が500万円
未満の工事は除く。
経常建設共同企業体にあっては、１社の主
任技術者又は監理技術者が上記の工事経験を
有していればよい。
また、異工種建設工事共同企業体としての
経験は、協定書による分担工事においての経
験のみ同種工事の経験として認める。
 監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証を有し、監理技術者講習を修了してい
る者であること。

 一次審査申請書及び一次審査資料の提出期
限の日から開札の時までの期間に、局長から
工事請負契約に係る指名停止等の措置要領
（昭和59年３月29日付け建設省厚第91号）に
基づく指名停止を受けていないこと。

 上記１に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連のある建設業者でないこと。なお、
設計業務等の受託者が設計共同体である場合
は、設計共同体の各構成員又は当該構成員と
資本若しくは人事面において関連がある建設
業者でないこと。詳細は入札説明書による。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。詳細は入札説明書
による。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、国土交通省発注工事等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

３ 段階的選抜に関する事項
 一次審査 上記２に掲げる競争参加資格
（２を除く）を満たす者について、企業の
技術力及び配置予定技術者の技術力を評価
し、一次審査評価点を算出して与え、入札説
明書に示す選抜者数を上限として、一次審査
評価点合計の上位の者を選抜する。
ただし、選抜者数上限となる者の審査評価
点合計と同じ点数の者が複数いる場合は、そ
の全ての者を含むものとする。
なお、競争参加資格（２を除く）を満た
す者の数が10者に満たない場合は、競争参加
資格（２を除く）を満たす者全てについて、
一次選抜された者と認める。
詳細は、入札説明書による。

 二次審査 発注者から上記に掲げる競争
参加資格があると認められ、一次選抜された
者について、技術提案［ＶＥ提案］及び工事
全般の施工計画の評価を行う。
その際、発注者から「工事全般の施工計画
書」について適正であると認められた者が、
競争参加資格を有する者として、入札に参加
することができる。
詳細は、入札説明書による。

４ 総合評価に関する事項
 落札方式
 入札参加者は「価格」、「技術提案［ＶＥ
提案］」、「工事全般の施工計画」及び「施工
体制」をもって入札し、次の、の要件
に該当する者のうち、「総合評価の方法」
によって得られた数値（以下「評価値」と
いう。）の最も高い者を落札者とする。

 入札価格が予定価格の制限の範囲内で
あること。
 評価値が、標準点を予定価格で除した
数値（「基準評価値」）に対して下回らない
こと。

 において、評価値の最も高い者が２人
以上あるときは、当該者にくじを引かせ落
札者を決定する。

 総合評価の方法
 「標準点」を100点とし、「施工体制評価
点」の最高点を30点、及び「加算点」の最
高点を60点とする。
 「加算点」の算出方法は、予定価格の制
限の範囲内での入札参加者のうち、下記、
のそれぞれの評価項目毎に評価を行い加
算点を算出する。また、「施工体制評価点」
は下記の評価項目を評価して算出する。
なお、「施工体制評価点」の低い者に対して
は「加算点」を減ずる場合がある。
 技術提案［ＶＥ提案］の項目として「本
工事における、鉄筋工事及びコンクリー
ト工事の品質確保に対する具体的な提
案」
 工事全般の施工計画
 施工体制（施工体制評価点）
 価格と価格以外の要素がもたらす総合評
価は入札参加者の「標準点」と、「加算点」
及び「施工体制評価点」の合計を、当該入
札者の入札価格で除して得た評価値をもっ
て行う。
 、、の評価項目について、関係
法令を遵守し、現場説明書、特記仕様書、
図面及び標準仕様書に規定する標準的な施
工及び管理する方法を用いて作業を行う者
で、入札説明書等に記載された要求要件を
実現できると認められる場合に標準点
（100点）を与え、さらにの技術提案
［ＶＥ提案］及びの工事全般の施工計
画並びにの施工体制の内容に応じて、
それぞれ加算点及び施工体制評価点を算出
し与える。なお、の技術提案［ＶＥ提
案］を行わない者は、の内容に応じ
て、それぞれ加算点及び施工体制評価点を
算出し与える。
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